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(1971)や Boddewyn and Brewer (1994)をはじめとする国際的政治的環境における政治的活動の重要


































実証研究の章となっており、それぞれ(1) 解釈（interpretation）、(2) 資源（resource）、(3) 能力（capability）
に関する実証研究である。実証研究では 1992年～2007年までの企業のデータを利用しており、分
析に用いたデータは、Raw Material Dataから取得している。 
 
第六章 政治的環境の解釈（interpretation） 
 
一つ目の実証研究である「政治的環境の解釈」では、政治的環境をどのように解釈し、その解釈
（interpretation）に基づく企業行動から得られるフィードバックがその後の企業行動にどのような
影響を与えるのかを明らかにしている。本章では、解釈（interpretation）の概念をモメンタム
（momentum）およびデセラレーション（deceleration）の概念に統合することで仮説を提示してい
る。具体的には、先行研究における政治的リスクが企業にとって均一であるという前提に対して、
その政治的リスクの解釈（interpretation）は企業が保有する政治的リスク希求水準（political risk 
reference point）によって異なることを主張し、政治的リスク希求水準に基づいて、それよりも上の
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領域での行動と下の領域での行動に分類している。そのうえで、上の領域での行動と下の領域双方
とも、行動からのフィードバックの影響によってその後の同じタイプの行動は減少する一方で、異
なる領域における行動は増加することを明らかにしている。本章では、政治的リスク希求水準を「当
該企業が事業を行っている国の政治的リスク」と捉えて、企業がこの政治的リスク希求水準に基づ
いて政治的環境の機会を解釈していることを主張している。 
 
第七章 政治的環境における資源（resource） 
 
二つ目の実証研究である「政治的環境における資源」では、ネットワークレベルの国の社会関係
資本が、企業にどのような競争優位をもたらすのかを明らかにするとともに、競争的政治的資源
（competitive political resources）の概念に関する包括的モデルを提示することを目的としている。国
の社会関係資本とは、国間の関係性が企業に便益をもたらすことを意味する概念である。本章では、
競争的政治的資源のモデルは、国の社会関係資本（ネットワーク効率性）、国の政治体制、企業の
経験、企業の国内における政府との紐帯によって構成されることを主張している。本章では国の社
会関係資本（ネットワーク効率性）、国の政治体制、企業の経験の三つの要素に関する仮説を提示
しており、国の政治体制および企業の経験は、国の社会関係資本（ネットワーク効率性）が企業の
競争的行動に与える影響のモデレーターとなっている。結果として、国の社会関係資本（ネットワ
ーク効率性）は企業の競争的行動に影響を与えること、その影響は国の政治体制が独裁的なほど強
いこと、企業の海外経験が豊富なほど強いことが明らかになっている。 
 
第八章 政治的環境からの能力（capability） 
 
三つ目の実証研究である「政治的環境からの能力」では、企業の経験が企業の政治的不確実性対
応の能力にどのような影響を与えるかを明らかにすることを目的としている。本章では先行研究に
基づいて、経験の蓄積と政治的高リスク行動の関係を分析することで、政治的不確実性対応の能力
醸成プロセスを論じている。アプローチとしては経験の質に着目し、政治的環境の変化（選挙によ
るトップの交代）への異なる反応の経験が、政治的不確実性対応の能力にどのような影響を与える
のかを明らかにしている。具体的には、政治的環境の変化への反応を早期退出、静観、活動的従事
の三つに分けて、それぞれの経験蓄積の効果を明らかにしている。結果として、早期退出の経験蓄
積は政治的高リスク行動にネガティブな影響があること、静観は有意な影響がないこと、活動的従
事の経験蓄積はポジティブな影響があることが明らかになっている。 
 
第九章 結論 
 
第九章では、研究の総括を行っている。本章では、政治的環境における機会に関するモデルおよ
び、このモデルを構成するそれぞれの概念の実証的証拠が提示されている点を確認し、本モデルの
理論的貢献を示している。同時に、本章では今後の研究の方向性を提示している。第一に、本論文
では解釈（interpretation）、資源（resource）、能力（capability）がそれぞれ独立に議論されているも
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のの、相互の関連を明らかにすることが重要となる。第二に、解釈（interpretation）、資源（resource）、
能力（capability）は、それぞれ独立の議論としても発展可能性がある。解釈（interpretation）の議論
では、本論文では不確実性を機会と解釈する点に焦点を当てているが、Gavetti (2012)によれば機会
は認知的に遠いものであり、遠いところに存在する事象をどのように発見し、どのような要因が機
会という解釈（interpretation）につながるのかを明らかにすることは、重要な研究課題となる。また、
資源（resource）の議論はMazzucato (2013)の起業家的国家（entrepreneurial state）の考えを示唆する
もので、国の役割の重要性を再度強調するものである。能力（capability）については、今後もどの
ような種類の経験が能力（capability）の醸成につながるのかを明らかにすることが重要となる。第
三に、本論文の視点はダイナミックケイパビリティと関連する。ダイナミックケイパビリティは、
環境変化を組織がどのように認識して、どのように組織の資源や能力を変化させていくのかを議論
している。必然的に、経営者の認知（managerial cognition）と資源（resource）、能力（capability）の
議論を統合していくことが求められることになる。ダイナミックケイパビリティの研究は、未だそ
の発展プロセスやアウトカムについて統一の見解がないため、認知（cognition）の観点を含めなが
ら、より精緻な実証研究の積み重ねが必要になると思われる。第四に、本論文では子会社レベルの
議論は行っていないが、政治的環境の機会に関するモデルは多国籍企業の子会社および本社の関係
にも応用できるのではないかと考えられる。本社が海外に存在する機会を多く得るためには、遠い
国々も含めて、機会の存在についてあらゆる可能性を認識する必要がある。機会を認識したら、本
社は機会を活かすための資源（resource）を子会社に与えることが必要になる。そして、その国での
経験を通じて子会社間あるいは多国籍企業全体で知識や能力（capability）を共有できる、というこ
とが考えられる。 
第九章ではさらに本論文の限界を提示している。例えば、本論文の実証研究は単一の産業を対象
にしたものであり、一般化可能性を限界としてあげている。また、本論文は企業間相互作用の考慮
がなされていない点や、解釈（interpretation）を直接測ることができていない点などを提示してい
る。 
